令和８年度
開発チャレンジ補助金事業

申請様式

· 開発チャレンジ補助金事業　補助金交付申請書（第１号様式）

（別紙１）　事業計画書

（別紙２）　事業収支予算書

（別紙３）　事業スケジュール

　

· 開発チャレンジ補助金事業　申請前確認リスト

※裏面の「提出書類確認表」で、提出する様式および添付資料をご確認ください。

提出書類確認表

　申請にあたっては、以下の書類をご提出ください。

　提出書類の種類が「法人」と「個人」で異なりますのでご注意ください。

	提出書類等
	部数
	事業者

	
	
	法人
	個人

	★
	(第１号様式) 開発チャレンジ補助金　補助金交付申請書
	各1
	○
	○

	★
	(別紙１) 事業計画書
	
	○
	○

	★
	(別紙２) 事業収支予算書
	
	○
	○

	★
	(別紙３) 事業スケジュール
	
	○
	○

	★
	説明資料（別紙１以外で）

　・仕様書及び図面（設計図、原理機構図、回路図、着色図など）

　・目的、研究手法、予想される効果などを記載した書面
	
	○
	○

	★
	社歴（経歴）書　〔会社概要でも可〕
	
	○
	○

	
	履歴事項全部証明書（発行日から３ヶ月以内）コピー可
	
	○
	

	
	前年度の法人事業税納税証明書または領収書（都税事務所発行）　
コピー可
	
	○
	

	
	前年度の法人都民税納税証明書または領収書（都税事務所発行）　
コピー可
	
	○
	

	
	前年度の住民税納税証明書または非課税証明書（区役所発行）　コピー可
	
	
	○

	
	開業届の控え（税務署が受領又は受信しており、かつ申請者本人のものであることがわかるもの）　コピー可
	
	
	○

	■
	決算書（直近３期分）（※）　コピー可
●別表１　●損益計算書　●貸借対照表
	
	○
	

	■
	所得税及び復興特別所得税の確定申告書（直近３期分）（※）　コピー可
●第１表　●収支内訳書又は青色申告決算書（両面）
	
	
	○

	
	開発チャレンジ補助金事業　申請前確認リスト
	
	○
	○


（※）税務署等の収受印があること。電子申告のため収受印がない場合は、「メール詳細」も併せて提出すること。
【書類の提出方法】

事前書類確認後、申請書類をアップロードするＵＲＬを電子メールにて通知します。
そちらへご提出をお願いいたします。
※事前書類確認時は、上記確認表の★を各４部・■を各１部お持ちください。

別記第１号様式

　　年　　月　　日

（宛先）板橋区産業振興公社理事長

所　在　地

名　　　称

代表者役職
代表者氏名
開発チャレンジ補助金事業　補助金交付申請書
　　開発チャレンジ補助金事業補助金の交付を受けたいので、開発チャレンジ補助金事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により、補助金の交付を申請します。

記

１　申請枠　
※試作品開発枠・実用製品化枠の該当するほうに〇を記入してください。
　また重点支援枠にも該当する場合にはそちらも〇を記入してください。

　　〔　　　〕　試作品開発枠
　　〔　　　〕　実用製品化枠
　　〔　　　〕　重点支援枠（環境・エネルギー関連、ヘルスケア関連、ドローン関連事業）
２　新製品・新技術開発テーマ（概ね20文字以内）

	


３　補助対象事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

４　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
５　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
６　事業完了予定日　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
７　申請状況

	現在この補助金以外で申請している補助対象事業

	申請先
	補助対象事業名
	テーマ
	補助金申請額
	本申請との関係

	
	
	
	
	同一 ・ 否

	
	
	
	
	同一 ・ 否


	 国・都・公社等から補助金の交付を受けた実績（過去５年間について直近のものから順に記入）

	年　度
	申請先
	補助対象事業名
	テーマ
	補助金額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


別紙１（第１号様式関係）

事 業 計 画 書

１．申請者の概要
	ﾌﾘｶﾞﾅ

企業名
（名称）
	代表者役職

代表者氏名

　　　　　　　　　　　　（　　　　歳）

	登記上

所在地
	〒      －


	ＴＥＬ
	－        －

	
	
	ＦＡＸ
	－        －

	本社所在地
	〒      －


	ＴＥＬ
	－        －

	
	
	ＦＡＸ
	－        －

	連絡所在地
	〒      －


	ＴＥＬ
	－        －

	
	
	ＦＡＸ
	－        －

	ﾌﾘｶﾞﾅ

連絡担当者
	　
	部署

（役職）
	　

	ＵＲＬ
	https://
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	事業開始
	創　　業　        年　  月　  日

法人設立　        年　  月　  日
	創業

年数
	年　  月
	年　月

末現在

	資本金

・出資金
	千円

（うち大企業からの出資　　　千円）
	役員数
	常　勤　　  人・非常勤　　  人・計　　人

	
	
	従業員数
	正社員　    人・パート　    人・計　  人

	業種
	
	主要製品
	

	企業概要
	

	直近３年間の売上・利益
	
	売上高
	経常利益
	当期純利益

	
	年　　月期
	千円 
	千円 
	千円 

	
	　　年　　月期
	千円 
	千円 
	千円 

	
	　　年　　月期
	千円 
	千円 
	千円 

	年間売上高
	主　要　取　引　先
	所　在　地
	売　上　高
	取引年数

	
	１　
	
	千円 
	 　　 年

	
	２　
	
	千円 
	 　　 年

	
	３　
	
	千円 
	　　  年

	
	そ　の　他
	
	千円 
	

	
	合　　計
	
	千円 
	

	工場等
	種　　別
	所　在　地
	備　考

	
	事　　務　　所
	
	

	
	工　　　　　場
	
	

	
	その他（　　　）
	
	


２．開発の技術的説明

書類審査に必要なので、開発期間全体について、専門的・技術的にわかりやすく、かつ資料や図表を用いるなどして具体的に説明してください。

＊本申請書様式をデータでダウンロードした方は枠を自由に拡張して使用してください。

	開発テーマ

（表紙と同じ）
	

	 （１）開発概要・用途について（本事業で開発する新製品・新技術の概要・用途について簡潔に記入し、開発の全体像を示してください。「何のために、何を、どうするものなのか」等）

	（２）実施期間
　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　　　～　　　　年　　　月　　　日

	（３）申請に至った背景及び経緯（開発に至った事業の背景、経緯や目的、申請時点でどこまで事業が進ん
でいるか等、具体的にご記入ください。）


	（４）具体的な取組内容（製作する試作品や技術の概要、実用化に向けた具体的な取組内容等をご記入
ください。また、本開発で特にチャレンジしたいと考えている点をあわせてご記入ください。）



	（５）新規性・優位性

	①既存の製品や技術と比較し、どのような点に新規性を有するか。また類似製品や技術と比べ、優れている点（性能、コスト、生産性、時間、安全性、環境負荷等）についてご記入ください。

	②本開発に係る産業財産権について該当するものを○で囲んでください。

産業財産権を保有している場合の種類及び番号（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ⅰ　本研究開発に係る技術について先行技術文献等の調査をして(いる・いない)

ⅱ　申請補助対象事業に必要な基本的な関連産業財産権(特許権・実用新案権・意匠権・商標権)を出願又は保有して(いる・いない)

ⅲ　申請補助対象事業に必要な産業財産権（特許権・実用新案権・意匠権・商標権）の実施許諾を受ける予定が（ある・ない）

ⅳ　申請補助対象事業で開発するものを産業財産権（特許権・実用新案権・意匠権・商標権）として出願（する・しない）

	（６）市場性（開発製品が、市場にどのように受け入れられているかの予測とその根拠や、開発製品に係る
市場動向、競合他社の状況等をご記入ください。またターゲットとするマーケット、販売方法、販売
価格、販売体制等をどのように考えているかをご記入ください。）


	（７）実現性（開発にあたる組織体制（開発責任者、従事者等）や他の組織との連携・委託の仕組み等、
　　　開発体制及び役割担当を具体的に記入してください。）



	（８）補助対象事業完了時の達成目標（具体的な到達目標の名称（成果物）、数値等を具体的にご記入くだ
さい。）


	（９）資金計画概要（本事業で必要となる資金の計画、調達方法等を記入してください。）


別紙２（第１号様式関係）

事 業 収 支 予 算 書

１．収支予算

（１）収　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	区　分
	金　額（単位：円）
	資金の調達先

	公社からの補助金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合　計
	
	


（２）支　出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	補助対象事業に要する経費(税込)
※当該事業を遂行するために必要な経費

	補助対象経費(税抜)
※「補助対象事業に要する経費」のうち補助対象となる経費

	原材料・副資材費
	
	

	機械装置・工具器具費
	
	

	外注加工費
	
	

	研究開発委託費
	
	

	産業所有権出願・導入費
	
	

	技術指導受入れ費
	
	

	直接人件費
	
	

	その他補助対象外経費
	
	

	合　計
	
	（ア）


	補助率
通　常　枠：2/3
重点支援枠：4/5
	補助金交付申請額（（ア）×補助率）
※1,000円未満切捨て

	
	


２．経費配分内訳
（注意事項）

　研究開発に直接必要な経費が対象です。量産経費や金融機関等への振込手数料及び消費税、運送料、交通費、通信費、光熱費、契約に要する収入印紙代等の間接経費は補助対象外となります。

（１）原材料・副資材費
（単位：円）

	品　名
	仕　様
	数　量
	単　価
(税　抜)
	補助対象事業　に要する経費(税　込)
	補助対象経費(税　抜)
	使用目的
	購入先

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（２）機械装置・工具器具費

　機械装置を購入で調達した場合は、補助対象事業実施期間のリース料相当額のみが補助対象経費

　※取得価格×リース料率×補助対象事業実施月数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	品　名
	仕　様
	数　量
	単　価
(税　抜)
	補助対象事業

に要する経費(税　込)
	補助対象経費(税　抜)
	使用目的
	購入先

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（３）外注加工費

　　※自社内で不可能な当該研究開発の一部について、外部の事業者等に外注する場合に要する経費
（単位：円）

	委託内容
	仕　様
	数　量
	単　価
(税　抜)
	補助対象事業

に要する経費(税　込)
	補助対象経費(税　抜)
	使用目的
	外注先

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（４）研究開発委託費

　　※自社内で不可能な当該研究開発の一部について、大学、試験研究機関等に委託する場合に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	件　名
	内容

（具体的に）
	数　量
	単　価
(税　抜)
	補助対象事業

に要する経費(税　込)
	補助対象経費(税　抜)
	委託先

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	


（５）産業財産権出願・導入費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）

	件　名
	内容

（具体的に）
	数　量
	単　価
(税　抜)
	補助対象事業

に要する経費(税　込)
	補助対象経費(税　抜)
	弁理士事務所

又は導入先企業名

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	


（６）技術指導受入れ費
（単位：円）
	指導者名
	専門分野
	指導内容
	日・回数
	単　価(税 抜)
	補助対象事業

に要する経費(税　込)
	補助対象経費(税　抜)
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	


（７）直接人件費
※ソフトウエアの研究開発に係る工程に直接従事する者の人件費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	従事者名
	従事内容
	単価
	従事時間
	補助対象経費
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	


（８）その他補助対象外経費
（単位：円）

	品　名
	仕　様
	数　量
	単　価
(税　抜)
	補助対象事業

に要する経費(税　込)
	使用目的
	購入先

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	


別紙３（第１号様式関係）

事業スケジュール

	項　　目
	　　年度

	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2･3月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


開発チャレンジ補助金事業　申請前確認リスト
◎ 提出前に下記の基本的要件などをご確認ください。

	確　認　事　項
	回答
	公社

ﾁｪｯｸ欄

	
	はい
	いいえ
	

	申　請　要　件
	以下のいずれかの要件を満たしている（いずれかに○）
１　（　　）区内に本社又は事業所を持ち、１年以上事業を営む中小企業者（法人・個人）である
２　（　　）構成員の３分の２以上が上記中小企業者に該当するグループである
	□
	□
	

	
	法人事業税・法人都民税を滞納していない（個人事業者は住民税・個人事業税を滞納していない）
	□
	□
	

	
	都税事務所発行の前年度の法人事業税・法人都民税の納税証明書を提出できる（個人事業者は住民税納税証明書及び個人事業税納税証明書（個人事業税については非課税の場合は不要））
	□
	□
	

	
	民事再生法又は会社更生法による申立て等、事業の継続性について不確実な状況が存在していない
	□
	□
	

	
	大企業が実質的な経営に参画していない
	□
	□
	

	
	大企業が単独で発行株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有又は出資していない
	□
	□
	

	
	大企業が複数で発行株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資していない
	□
	□
	

	
	役員総数の２分の１以上を大企業の役員が兼務していない
	□
	□
	

	
	補助対象経費が「親会社、子会社、グループ企業等関連会社（資本関係のある会社、役員として兼任している会社等）」との取引でない
	□
	□
	

	
	研究開発の成果が特定の企業向けでない
	□
	□
	

	
	複数の事業を申請していない
	□
	□
	

	
	同一テーマ・内容で板橋区･国・都道府県・区市町村・公社等から補助を受けていない
	□
	□
	

	
	本事業において、過去３年連続で採択されていない
	□
	□
	

	事業内容・申請金額・実施期間
	「令和８年度開発チャレンジ補助金事業 募集要領」に記載の、“補助対象とならない事業”に該当しない
	□
	□
	

	
	補助金交付申請額は、補助限度額（試作品開発枠：１００万円／実用製品化枠３００万円）以内となっている
	□
	□
	

	
	令和９年３月３日までに事業完了が可能である
	□
	□
	

	その他
	提出書類等が必要部数用意できている
	□
	□
	

	
	「令和８年度開発チャレンジ補助金事業 募集要領」の内容を確認した
	□
	□
	


令和８年　　月　　日　　
企　業　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
�表を修正
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2

